
NEC「AIエージェント17人の無人部署」が示唆
する企業知財業務の構造的変革と未来像 

Gemini 3.6 Flash 
NECが2026年8月1日付で発足させた「コーポレートAI・ワークフォース部門」は、人事や法務などの
基幹部門と同列の正式部署でありながら人間が1人も在籍せず、17人のAIエージェントのみで運用
されるという先進的な「無人組織」モデルである1。従来の生成AI活用が個人作業の効率化や定型業
務の補助といった「ツールとしての利用」にとどまっていたのに対し、本試みはAIに役職・組織階層・
ペルソナを与え、全社的な業務自動化や経営分析の主導権を自律的マルチエージェントに委ねる点

において、日本企業の組織デザインにおける重要な転換点を示している1。 
本レポートでは、このNECの無人組織モデルにおける組織構造と技術的メカニズムを解剖し、高度
な専門知識と厳格な法的ガバナンスが要求される「企業知的財産（知財）業務」へ適応した場合に生

じる構造的インパクト、法制度上の課題、ならびに知財部門が果たすべき戦略的シフトについて論理

的・包括的に考察する。 

1. NEC「コーポレートAI・ワークフォース部門」の組織解剖と技
術的本質 
NECの新新部署は、組織図上に恒常的な組織単位として配置されており、実験的なタスクフォース
やプロジェクトチームの枠組みを超えた正式な事業運用基盤として定義されている1。本組織の根幹

をなす設計思想は、階層化されたマルチエージェントによる自律的業務執行と、人間による監督機

能の統合にある2。 

階層化ガバナンスと専門役職の付与 
組織内部は「AI部門長」「AIボード（経営陣）」「AIマネージャー」「業務AI（AI社員）」という4つの階層で
構成されている2。各エージェントには、財務・ROI試算を担当するCFO職の「AI財前収」、コスト最適
化の知見を集約する「AI倹田効」、経営データ分析を行う「AI勘定実」、営業画面を自動更新する「盤
面朝美」、議事録から業務課題を抽出する「案出創」など、具体的役割と識別名が付与されている2。

この命名とペルソナ設定は擬人化の演出にとどまらず、人間や他部署が依頼先を即座に識別し、適

切なエージェントへタスクをルーティングするための情報アーキテクチャとして機能している3。 

社内受託・自律生成メカニズム 
他部署から業務自動化や課題解決の要請が寄せられると、AI部署内のAIマネージャーが課題を分
解・解析し、そのタスクを遂行するのに最適な専門属性を持つ業務AIを自動で編成・生成する「社内
受託モデル」を構築している2。このプロセスにおいて、エージェント群は事前学習された行動規範や

社内規定の枠組みの中で相互に検証を行う2。 

階層構造による暴走抑制と人間による監督（Human-in-the-Loop） 
自律型マルチエージェントの導入において懸念される最大のリスクは、推論プロセスの暴走および

API呼び出し等に伴う計算コストの急増である3。NECのモデルでは、上位のAIマネージャーが下位
の業務AIの処理精度や計算コスト（トークン消費等）を常時監査する評価構造を組み込むことで、組



織構造そのものによってエラーや過剰なリソース消費を抑制している3。その上で、人間は監督者

（ゲームマスター）としてAI同士の議論ログを点検し、外部への処理実行や重要な意思決定における
最終承認を担う2。 
 

組織階層 担当役割・ペルソナ

（例） 
主な技術的役割 人間（監督者）とのイ

ンターフェース 

AI部門長 組織全体の統括管

理・全社窓口 
全体方針策定・成果

物統合プロンプトの

統括 

人間監督者に対する

定期報告および重要

事項の承認申請2 

AIボード 経営視点での組織

評価・投資判断（例: 
AI財前収） 

財務・ROI試算、全
社リスク分析モデル

の運用 

役員会向け経営分

析資料等の最終ドラ

フト提示2 

AIマネージャー 業務AIの生成・品質
／コスト管理（例: AI
倹田効） 

マルチエージェント

の調律・処理コスト

監査 

APIリソース利用状
況・精度の閾値管理

ログの提示3 

業務AI（AI社員） 個別実務の自律遂

行（例: 盤面朝美、案
出創） 

RAG（検索拡張生
成）・データ解析・文

章ドラフト生成 

個別業務のアウト

プットおよび実行ロ

グの自動保存2 

2. 知財マルチエージェント型組織への応用と業務基盤の再構
築 
知財業務の領域においては、島津製作所が独自開発した知財業務自動化プラットフォーム「Genzo 
AI」の運用や、リーガルテック社による「MyTokkyo.Ai」「ChatTokkyo」の展開など、専門AIを活用した
調査・明細書ドラフト作成の効率化が急速に進んでいる7。さらに、特定調査における作業時間を従

来の22時間から3時間へと約86%削減した実績や、明細書作成工数を大幅に圧縮する事例が確認
されている12。 
NECの4階層モデルを知財部門に適用した場合、知財業務は「個別のAIツールの利用」という段階
を排し、知財専門の自律型マルチエージェント組織が一連の出願・権利化プロセスを主導するハイブ

リッド運用体制へと進化する3。 
知財マルチエージェント組織の運用フローでは、研究開発部門から技術メモや実験データが送信さ

れると、まず知財AIマネージャーが案件の技術分野を判定し、最適な専門エージェント群を起動する
2。次に、調査専門の業務AIが連携された特許データベースを参照して公報のスクリーニングやFTO
（侵害予防調査）を実行し、その分析結果を明細書作成専門のエージェントへ引き渡す7。明細書作

成エージェントは特許請求の範囲（クレーム）および実施形態の初稿を自動生成する7。 
続いて、AI品質監査ボードが生成された文章を精査し、特許法上の明確性要件や新規事項の追加



（特許法第17条の2）に該当するハルシネーションが含まれていないかを相互検証する4。最終段階

において、人間の弁理士または知財専門部員が推論ログと監査報告を確認し、クレームの権利範

囲を最適化した上で特許庁への出願手続きを最終承認する7。 
 

業務領域 従来の人間の実務

モデル 
AIマルチエージェント
共生モデル 

期待される効率化と

構造変化 

先行技術調査・FTO 調査員が手作業で

検索式を構築し公報

を査読9 

調査AIが自動検索・
要約・関連度スコア

リングを実行7 

調査工数を80%以
上削減。人間は最重

要公報の査読に集

中13 

特許明細書作成 弁理士・技術者がゼ

ロからタイピング・構

成検討11 

作成AIが下書きを生
成し、監査AIが法的
整合性を検証4 

ドラフト作成工数を

大幅削減。権利範囲

の戦略的検討へシフ

ト15 

拒絶理由対応 弁理士が審査官の

指摘を分析し補正

案・意見書を作成7 

解析AIが引用文献と
の相違点を抽出、反

論論理を構築7 

中間処理の対応時

間を半減。反論ロ

ジックの精度向上7 

IPランドスケープ 知財担当者が手作

業で競合データ・特

許マップを分析13 

分析AIが多角的に
市場・技術トレンドを

抽出しレポート化10 

経営陣へのリアルタ

イムな知財インテリ

ジェンスの提供11 

3. 企業知財業務における構造的インパクトと深層的波及効果 
NECモデルが示す自律型AI組織の導入は、知財部門の業務プロセス、外注コスト構造、ならびに知
財部員のキャリア設計に対して深遠な波及効果をもたらす。 
単一AI活用から「マルチエージェント・オーケストレーション」への質的飛躍 
従来の生成AI導入では、知財担当者がプロンプトを入力し、出力された結果を人間が確認・修正す
る1対1の対話型利用が一般的であった3。これに対し、自律型マルチエージェント組織では、専門化

された複数のAIが相互に議論・批判を行う「批判的検証プロセス（デビルズ・アドボケイト）」が自動化
される5。 
例えば、出願ドラフトを作成するエージェントに対し、競合他社側の視点を持つ「無効化攻撃エージェ

ント」がクレームの抜け穴や曖昧性を指摘し、修正案を再提示するというバイナリログ上での自動議

論が行われる4。人間はこの洗練された議論ログと最終結果を監督・選択するのみとなり、思考の初

動から推論に至るスピードが劇的に加速する4。 

業務工数・外部コストの縮小と「出願迅速化」の実現 
企業知財部の予算において大きな割合を占めるのが、特許事務所への外注費（出願・調査・翻訳等



の手続委託費用）である7。AIエージェント組織が先行技術調査や明細書ドラフトの作成、拒絶理由
通知に対する相違点分析を自動処理することで、社内処理能力が飛躍的に向上する7。 
これにより、外部委託費の大幅な削減が実現されると同時に、従来の出願プロセスにおいて数ヶ月

を要していた技術着想から出願完了までのリードタイムが数時間から数日単位に圧縮される11。結

果として、他社に先駆けて先願権を確保する「早期権利化戦略」が全社レベルで常態化することにな

る。 
知財部員の役割再定義：作業者から「AIガバナンス＆知的財産アーキテクト」
へ 
業務自動化が進展することで、従来の知財部員が行っていた定型的な文献調査、明細書の初期

チェック、手続き書類の発行といった作業的業務の需要は急激に消失する4。人間に残される役割

は、AIエージェントの出力に対する最終的な法的責任の受託、AIモデルの精度・ガバナンスの監視、
ならびに経営戦略に直結する知財ポートフォリオの設計へと移行する4。 
今後求められる知財人材は、自律的に動くAIエージェント群に対して適切なプロンプト体系や業務制
約を与え、AI同士の議論を最適に導く「AIガバナンス＆知的財産アーキテクト」であり、業務の主語
は「AIを自ら操作するプレイヤー」から「AI組織を率いる監督者」へと完全に変容する3。 

4. 法的適合性・ガバナンス障壁とリスクマネジメント戦略 
知財業務は法律に基づく独占的権利を扱う分野であり、一般的なコーポレート業務と比較しても法

的制約および情報ガバナンスの要求水準が極めて高い。NEC型のAIエージェント組織を導入するに
あたっては、以下の法的課題に対する厳格な対策が前提となる。 
弁理士法第75条（非弁行為制限）および弁護士法第72条との法的整合性 
弁理士法第75条により、弁理士または特許業務法人でない者が、報酬を得て特許庁に対する手続
きの代理や鑑識、明細書等の書類作成を業として行うことは禁じられている19。自社内の知財部門

がAIエージェントを活用して自社出願書類を作成する行為自体は非弁行為に当たらないが、外部の
ITベンダーやSaaS事業者が「特許明細書作成を完全自動化・代行するAIサービス」を提供し、有償
で実質的な書類作成業務を請け負う形態をとる場合、弁理士法75条違反のリスクが生じる19。 
過去のグレーゾーン解消制度における整理では、弁理士の監督下でAIシステムを支援ツールとして
利用する形態であれば同条に違反しないとの判断が示されている16。したがって、AIエージェントが
作成したドラフトは必ず弁理士または社内の有資格者が精査・修正し、最終的な書類作成の責任を

人間が負う「Human-in-the-Loop」のガバナンス設計を社内規定およびシステム上に明示的に組み
込む必要がある7。 

ハルシネーションに起因する特許法上の拒絶・無効リスク 
生成AIの不可避的課題であるハルシネーション（事実と異なる情報の自動生成）は、特許出願にお
いて致命的な法的不利益を引き起こす可能性がある4。AIが明細書ドラフトを生成する際、発明者の
技術思想に含まれない架空の構成要件や実施形態を捏造し、知財担当者がそれを見落として出願

した場合、後に手続補正を行う際に「新規事項の追加（特許法第17条の2）」とみなされ、補正が拒絶
される原因となる14。 
また、AIが一般的な表現を多用することで、権利範囲が不明確となり「明確性要件（特許法第36
条）」に抵触する懸念も存在する14。これらを防ぐため、AIマネージャー層による自動ファクトチェック



機能の組み込みに加え、人間の専門家が技術的正確性と法的妥当性を二重に監査するプロトコル

が義務付けられる4。 

秘密保持・新規性喪失リスクと技術データの囲い込み 
特許取得において最重要となるのが「発明の新規性」である。出願前の未公開技術情報を汎用的な

パブリッククラウド型生成AIに入力した場合、入力データがモデルの再学習に使用され、外部の第三
者に対するプロンプト応答として漏洩する懸念が生じる14。万が一、未出願の発明思想が外部に公

知となった場合、新規性を喪失し、特許を受ける権利そのものが失効するリスクを負う14。 
この課題に対しては、データが再学習に利用されないオプトアウト設定の徹底、国内のセキュアな

AWSサーバー等の閉域環境での運用、ならびに社内オンプレミス環境や専用ローカルLLM（NECの
「cotomi」等）の活用による厳密な情報アクセス制御の構築が不可欠となる3。 

自然人主義（発明者性）と創作プロセスのログ監査 
現在の日本の特許法および知的財産高等裁判所の判例体系においては、「発明者は自然人（人

間）に限られる」という自然人主義の原則が堅持されている14。自律型AIエージェントが未知の技術
的アイデアを着想・生成した場合であっても、AIそのものを発明者として出願することは認められな
い14。 
AIエージェント組織を活用して発明の創出や権利化を図る場合、どの段階で人間の研究者や知財
部員が「創作的寄与（適切な課題設定、プロンプト設計、生成物の選択・組み合わせ・実証試験）」を

行ったかを証明できるように、AIエージェントとの対話ログおよび人間による承認履歴を電子署名付
きで保存・監査する体制を整備しなければならない4。 

5. 結論と段階的導入ロードマップ 
NECによる「AIエージェント17人の無人部署」の新設は、慢性的な専門人材不足に悩む日本の 
corporate 組織において、業務の標準化と高度化を両立させる先駆的なモデルケースである1。高度

な専門知識が求められる企業知財業務においても、自律型マルチエージェントを適正に統制・運用

することで、従来の労働集約型実務から脱却し、経営に直結する戦略型組織へと転換することが可

能となる3。 
企業が知財業務にAIエージェント組織を安全かつ段階的に導入するためには、技術的成熟度と法
的リスクのトレードオフを考慮した段階的な移行計画が推奨される4。 
 

導入フェーズ 適用業務範囲 権限・ガバナンス設

計 
達成目標と測定指標 

Phase 1: 基盤構築
と部分実証（1〜3ヶ
月） 

閲覧・下書き生成

（先行技術調査のス

クリーニング、発明

提案書の一次要約）
4 

権限は閲覧および

ローカル保存に限

定。外部送信・書込

みは禁止4 

セキュア環境の確

立、ハルシネーショ

ン発生率の測定、

ファクトチェック体制

構築4 

Phase 2: マルチ 調査・ドラフト作成・ AIマネージャーによ 出願リードタイムの



エージェント組織化（

3〜12ヶ月） 
中間処理分析の一

気通貫支援（専門

エージェントの階層

化）5 

る品質・コストの自動

監査と、人間弁理士

による最終承認4 

50%以上削減、外注
委託費の圧縮、弁理

士法第75条への適
合性確保7 

Phase 3: 自律型IP
エンタープライズ運

用（1年以上） 

R&D連携からFTO、
出願、IPランドスケー
プ、ポートフォリオ最

適化までの自動連動
7 

人間はAI組織の「監
督者・意思決定者」と

して介入（

Human-in-the-Loop
確立）2 

知財部門の労働集

約型作業からの完

全脱却、IPインテリ
ジェンスに基づく即

時経営判断の実現11 

今後、知財部門の優位性を決定づけるのは、所有する知財の件数そのものよりも、自律稼働するAI
エージェント群をいかに適切なガバナンスのもとでオーケストレーションし、質の高い権利保護と戦略

的インテリジェンスへ高速に変換できるかという「組織的AI管理能力」にほかならない3。 
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note, https://note.com/hirokimiyano/n/ne58b00c93df9 

4.​ NECがAIエージェント17人の無人部署を新設｜企業が導入前に決めるべき権限・承
認・証跡 - note, https://note.com/nagi_cpa_tax/n/n1111ef8b5dd3 

5.​ 【攻略】NECが新設した「AIだけの無人部署」、完全に経営SLGだった件（※ちょっと怖い
都市伝説つき）｜kita222【ゲームブログ】 - note, 
https://note.com/cool_quail378/n/n7ab7b19e9885 

6.​ AI NEC、AIエージェント17体だけの無人部署を設立 業務自動化が話題に - Yahoo!検
索, 
https://search.yahoo.co.jp/realtime/search/matome/ceddcd73e6814fd1b13ec4239
0a43fc7-1786317900?rkf=1&ifr=matome_matometl 

7.​ Genzo AI | 次世代知財業務自動化プラットフォーム, https://www.genzo-ai.co.jp/ 
8.​ 知財業務自動化SaaS提供の子会社Genzo AIを設立 当社知的財産部の独自開発プ
ラットフォームを4月から社外へ提供 - 島津製作所, 
https://www.shimadzu.co.jp/news/2026/acmnk57uqb3579ay.html 

9.​ AIエージェントで変わる特許業務 ～知財部の課題をAIで解決する～｜リーガルテック
株式会社, https://note.com/tokkyo_ai/n/ne05bd315958d 

10.​知財AI - リーガルテック株式会社, https://www.legaltech.co.jp/ipai/ 
11.​誰でも使えるAI特許支援『MyTokkyo.Ai』で非専門家も特許出願へ”最新事例を発表”, 

https://www.legaltech.co.jp/notice/ir2/ 
12.​知財 AI エージェント導入による知財部変革の提案, 

https://search.yahoo.co.jp/realtime/search/tweet/2086618434260058402?ifr=tl_tw
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https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/7008e5d2dd303fb1d6f1.pdf 
13.​生成AIと知財実務, 

https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/7328c7769657e2d7ca0d.pdf 
14.​生成AIを特許業務に活用する難しさとは？｜平井智之/リーガルテックCEO - note, 

https://note.com/yutori_jd/n/n3831a1e6769b 
15.​AI下書き×弁理士チェック｜ChatGPTで作った特許明細書を強い権利書に, 

https://www.evorix.jp/ai-draft-patent-lp 
16.​生成AI時代の知財調査実務2026 記事調査レポート - GrIP, 

https://growing-ip.com/?p=1258 
17.​知財業務へのAIエージェントの進化予測について｜川上 成年 / chizai designer - 

note, https://note.com/ip_design/n/nd13fd85dfd7d 
18.​生成AIによる知財業務効率化と活用の手引き ＜書籍版 - 情報機構, 

https://johokiko.co.jp/publishing/BC260101.php 
19.​Smart-IP、弁理士法対応を強化した「appia-engine」アップデートを実施, 

https://smart-ip.jp/news/20260522 
20.​NTTドコモビジネスによる「アイデアシート作成 支援AIエージェント」の構造・実証成果お
よび 知財業務への適用分析, 
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/32ccb64442fc9d1c978e.pdf 

21.​Patsnap Eurekaと国産知財AIツール群の徹 底比較分析, 
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/415d77e363b708deb2fa.pdf 

22.​生成AI出力の法的信頼性と実務リスク：専門家の確認義務と知財戦略の展望 | 
PatentRevenue, 
https://patent-revenue.iprich.jp/%E5%B0%82%E9%96%80%E5%AE%B6%E5%9
0%91%E3%81%91/4347/ 

23.​知財ライセンス業務における生成 AI・AI エージェント 活用の現状と課題, 
https://yorozuipsc.com/uploads/1/3/2/5/132566344/38ab25a007a12819053b.pdf 
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